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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　船舶に設置された液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸発ガスを別の冷熱供給サイクルを設
置せずに自己熱交換により再液化して、前記液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸発ガスの全
量が再液化されて前記液化ガス貯蔵タンクに戻される船舶用の蒸発ガス再液化装置におい
て、
　前記液化ガス貯蔵タンクから排出される蒸発ガスを圧縮する圧縮機；及び
　前記圧縮機によって圧縮された蒸発ガスを前記液化ガス貯蔵タンクから排出される蒸発
ガスと熱交換させて冷却する熱交換器；を備え、
　前記熱交換器を通過することで冷却された蒸発ガスを第１流れと第２流れとの２つの流
れに分岐させ、
　分岐させた第１流れを膨張させる第１膨張手段；
　前記第１膨張手段によって膨張された第１流れを冷媒とし、前記第１流れを分岐させて
残った第２流れを冷却する第１中間冷却器；及び
　前記第１中間冷却器を通過した第２流れを収容する収容器；をさらに備え、
　前記収容器によって前記圧縮機の後段の圧力が制御されることを特徴とする、船舶用の
蒸発ガス再液化装置。
【請求項２】
　前記収容器から流体を排出させて、前記収容器の圧力を調節する圧力制御ライン；をさ
らに備え、
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　前記圧力制御ラインを介して排出される流体は、前記液化ガス貯蔵タンクに戻されるか
または外部に排出されることを特徴とする、請求項１に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装
置。
【請求項３】
　前記収容器から流体を排出させて、前記収容器のレベルを制御するレベル制御ライン；
をさらに備え、
　前記レベル制御ラインを介して排出される流体の少なくとも一部が、前記液化ガス貯蔵
タンクに戻されることを特徴とする、請求項１または２に記載の船舶用の蒸発ガス再液化
装置。
【請求項４】
　前記レベル制御ライン上に設けられ、前記レベル制御ラインに沿って前記液化ガス貯蔵
タンクに戻される流体を膨張させる第３膨張手段；をさらに備えることを特徴とする、請
求項３に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項５】
　前記圧縮機の後段の圧力は４０～１００ｂａｒａであることを特徴とする、請求項４に
記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項６】
　前記圧縮機で圧縮された蒸発ガスの温度は８０～１３０℃であることを特徴とする、請
求項４に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項７】
　前記圧縮機の後段に設けられ、前記圧縮機で圧縮された蒸発ガスを冷却する後段冷却器
；をさらに備え、
　前記後段冷却器で冷却された蒸発ガスの温度は１２～４５℃であることを特徴とする、
請求項４に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項８】
　前記第１膨張手段で膨張された蒸発ガスは４～１５ｂａｒａであることを特徴とする、
請求項４に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項９】
　前記レベル制御ライン上に設けられ、前記収容器から排出される流体を第３流れ及び第
４流れを含む少なくとも２つの流れに分岐させ、分岐させた第３流れを膨張させる第２膨
張手段；及び
　前記第２膨張手段によって膨張された第３流れを冷媒とし、前記第３流れを分岐させて
残った第４流れを冷却する第２中間冷却器；を備え、
　前記第２中間冷却器を通過した第４流れは、前記液化ガス貯蔵タンクに戻され、
　前記第２中間冷却器を通過した第３流れは、前記圧縮機に供給されることを特徴とする
、請求項４に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項１０】
　前記第２膨張手段で膨張された蒸発ガスは２～５ｂａｒａであることを特徴とする、請
求項９に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項１１】
　前記圧縮機は、複数の圧縮部を備える多段圧縮機であり、
　前記第１中間冷却器を通過した第１流れ及び前記第２中間冷却器を通過した第３流れは
、前記複数の圧縮部のいずれかの圧縮部の後段にそれぞれ供給されることを特徴とする、
請求項９に記載の船舶用の蒸発ガス再液化装置。
【請求項１２】
　船舶に設置された液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸発ガスを別の冷熱供給サイクルを設
置せずに自己熱交換により再液化して、前記液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸発ガスの全
量が再液化されて前記液化ガス貯蔵タンクに戻される船舶用の蒸発ガス再液化方法におい
て、
　液化ガスから発生した蒸発ガスを圧縮機で圧縮し、
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　圧縮された蒸発ガスを前記液化ガスから発生した蒸発ガスによって冷却し、
　冷却された蒸発ガスを第１流れと第２流れとに分岐させて、第１流れを膨張させ、
　膨張させた蒸発ガスによって前記第２流れを冷却し、
　冷却された第２流れを収容器に供給し、
　前記収容器の圧力を制御して、前記圧縮機の後段の圧力を制御することを特徴とする、
船舶用の蒸発ガス再液化方法。
【請求項１３】
　前記収容器から流体を排出させて前記液化ガス貯蔵タンクに供給する場合において、
　前記収容器から排出される気体の流れを制御して、前記収容器の内圧または前記圧縮機
の後段の圧力を設定値に維持することを特徴とする、請求項１２に記載の船舶用の蒸発ガ
ス再液化方法。
【請求項１４】
　前記圧縮機の後段の圧力の設定値は４０～１００ｂａｒａであることを特徴とする、請
求項１３に記載の船舶用の蒸発ガス再液化方法。
【請求項１５】
　前記収容器から液体を排出させて、第３流れ及び第４流れに分岐させ、
　分岐させた第３流れを膨張させて前記第４流れを冷却し、
　冷却された第４流れを前記液化ガス貯蔵タンクに供給することを特徴とする、請求項１
３に記載の船舶用の蒸発ガス再液化方法。
【請求項１６】
　前記冷却された第４流れを膨張させて前記液化ガス貯蔵タンクに供給し、
　前記収容器のレベルを測定して、前記冷却された第４流れの膨張程度を調節することを
特徴とする、請求項１５に記載の船舶用の蒸発ガス再液化方法。
【請求項１７】
　前記圧縮機は、複数の圧縮部を備える多段圧縮機であり、
　前記第１流れを、４～１５ｂａｒａで膨張させ、
　前記第３流れを、２～５ｂａｒａで膨張させ、
　膨張させた第１流れと膨張させた第３流れとを、前記第２流れ及び前記第４流れを冷却
した後で前記多段圧縮機に供給し、
　前記膨張させた第３流れを、前記膨張させた第１流れが供給される圧縮部よりも前段の
圧縮部の下流に供給することを特徴とする、請求項１５に記載の船舶用の蒸発ガス再液化
方法。
【請求項１８】
　前記圧縮機で圧縮した圧縮蒸発ガスは、前記液化ガスから発生した蒸発ガスと熱交換さ
せる前に、１２～４５℃に冷却することを特徴とする、請求項１３に記載の船舶用の蒸発
ガス再液化方法。
【請求項１９】
　エタン、プロパン、ブタンを含む群から選択される少なくとも１つ以上を含む液化ガス
から自然気化した蒸発ガスを、別の冷熱供給サイクルを使用せずに自己熱交換により再液
化する船舶用の蒸発ガス再液化方法であって、
　前記蒸発ガスを圧縮して、圧縮された蒸発ガスを圧縮する前の蒸発ガスと熱交換させて
冷却した後、
　冷却された蒸発ガスの一部を膨張させ、膨張された蒸発ガスと膨張されなかった残りの
蒸発ガスとの熱交換を１回以上実施して、前記蒸発ガスの全量を再液化することを特徴と
する、船舶用の蒸発ガス再液化方法。
【請求項２０】
　再液化された蒸発ガスを圧力容器に貯蔵して、前記圧力容器の内圧を制御することによ
り、圧縮蒸発ガスが再液化されて前記圧力容器に貯蔵されるまでの圧力を設定値に維持す
ることを特徴とする、請求項１９に記載の船舶用の蒸発ガス再液化方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、船舶に設けられる液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸発ガスの再液化装置及び
再液化方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　天然ガスは、通常、液化されて液化天然ガス（LNG; Liquefied Natural Gas）の状態で
遠距離輸送される。ＬＮＧは天然ガスを極低温（約－１６３℃以下）に冷却して得られる
ものであり、気体状態に比べて体積が大幅に減少するため、海上を通じた遠距離輸送に非
常に適している。
【０００３】
　一方、液化石油ガス（LPG; Liquefied Petroleum Gas）は、一般的に液化プロパンガス
（Liquefied Propane Gas）とも呼ばれ、石油の採掘時に油田から原油と共に噴出する天
然ガスを、－２００℃で冷却するか、常温で約７～１０気圧に圧縮して液化させた燃料で
ある。
【０００４】
　石油ガスの主成分は、プロパン、プロピレン、ブタン、ブチレンなどであり、プロパン
を約１５℃以下で液化すると体積が約１／２６０まで減少し、ブタンを約１５℃以下で液
化すると体積が約１／２３０まで減少するので、貯蔵及び輸送のために石油ガスも天然ガ
スと同様に液化して利用される。
【０００５】
　液化石油ガスの発熱量は液化天然ガスに比べて大きく、液化石油ガスは液化天然ガスに
比べて大きい分子量の成分を多く含むため、液化及び気化が液化天然ガスより容易である
。
【０００６】
　液化天然ガス、液化石油ガスなどの液化ガスは貯蔵タンクに貯蔵されて陸上の需要先に
供給されるが、貯蔵タンクを断熱しても外部熱を完璧に遮断するには限界があり、貯蔵タ
ンクの内部まで伝達される熱によって液化ガスは貯蔵タンク内で継続的に気化される。貯
蔵タンクの内部で気化された液化ガスを蒸発ガス（BOG; Boil-Off Gas）という。
【０００７】
　蒸発ガスの発生によって貯蔵タンクの圧力が設定圧力以上になると、蒸発ガスは貯蔵タ
ンクの外部に排出されて船舶の燃料として使用されるか、再液化されて再び貯蔵タンクに
戻される。
【０００８】
　蒸発ガスのうち、エタン、エチレンなどを主成分として含み、沸点が低い蒸発ガス（以
下、「エタン蒸発ガス」という。）を再液化するためには、エタン蒸発ガスを約－１００
℃以下に冷却する必要があり、約－２５℃の液化点を有する液化石油ガスの蒸発ガスを再
液化する場合よりも冷熱が追加的に必要となる。したがって、冷熱を追加供給する別の独
立した冷熱供給サイクル（Cycle）を液化石油ガスの再液化工程に加えて、エタン再液化
工程で使用する。冷熱供給サイクルは、一般的にプロピレン冷凍サイクルが使用される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　一方、液化ガス貯蔵タンクで発生した蒸発ガスを圧縮した後、圧縮蒸発ガスの一部を膨
張させ、これを膨張させていない圧縮蒸発ガスの冷媒として利用することにより、蒸発ガ
スを再液化する方法も提案されたが、沸点が低いエタン蒸発ガスの場合には、プロパン冷
凍サイクルなどの別の独立した冷熱供給サイクルが備わっていない限り、蒸発ガスの再液
化が行えなかった。
【００１０】
　しかし、液化ガス貯蔵タンクが搭載された船舶では、液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸
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発ガス、特に沸点が低いエタン蒸発ガスを再液化するために、別の独立した冷熱供給サイ
クルを追加すると、追加サイクルに必要な装置を設置するための空間と設置費用（CAPEX
）及びエネルギー消費などの運用費用（OPEX）が非常に増大するという問題がある。
【００１１】
　したがって、本発明は、上述のような問題点を解決するために案出されたものであり、
別の独立した冷熱供給サイクルを追加することなく、沸点が低い液化ガスから発生する蒸
発ガスを再液化することができる船舶用の蒸発ガス再液化装置及び蒸発ガス再液化方法を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上述した目的を達成するため、本発明の一実施形態では、船舶に設置された液化ガス貯
蔵タンクで発生する蒸発ガスを別の冷熱供給サイクルを設置せずに自己熱交換により再液
化して、前記液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸発ガスの全量が再液化されて前記液化ガス
貯蔵タンクに戻される船舶用の蒸発ガス再液化装置において、前記液化ガス貯蔵タンクか
ら排出される蒸発ガスを圧縮する圧縮機及び、前記圧縮機によって圧縮された蒸発ガスを
前記液化ガス貯蔵タンクから排出される蒸発ガスと熱交換させて冷却する熱交換器を備え
、前記熱交換器を通過することで冷却された蒸発ガスを第１流れと第２流れとの２つの流
れに分岐させ、分岐させた第１流れを膨張させる第１膨張手段、前記第１膨張手段によっ
て膨張された第１流れを冷媒として、前記第１流れを分岐させて残った第２流れを冷却す
る第１中間冷却器及び、前記第１中間冷却器を通過した第２流れを収容する収容器をさら
に備え、前記収容器によって前記圧縮機の後段の圧力が制御されることを特徴とする、船
舶用の蒸発ガス再液化装置が提供される。
【００１３】
　好ましくは、前記収容器から流体を排出させて、前記収容器の圧力を調節する圧力制御
ラインをさらに備え、前記圧力制御ラインを介して排出される流体は前記液化ガス貯蔵タ
ンクに戻されるかまたは外部に排出される。
【００１４】
　好ましくは、前記収容器から流体を排出させて、前記収容器のレベルを制御するレベル
制御ラインをさらに備え、前記レベル制御ラインを介して排出される流体の少なくとも一
部が、前記液化ガス貯蔵タンクに戻される。
【００１５】
　好ましくは、前記レベル制御ライン上に設けられ、前記レベル制御ラインに沿って前記
液化ガス貯蔵タンクに戻される流体を膨張させる第３膨張手段をさらに備え得る。
【００１６】
　好ましくは、前記圧縮機の後段の圧力は４０～１００ｂａｒａである。
【００１７】
　好ましくは、前記圧縮機で圧縮された蒸発ガスの温度は８０～１３０℃である。
【００１８】
　好ましくは、前記圧縮機の後段に設けられ、前記圧縮機で圧縮された蒸発ガスを冷却す
る後段冷却器をさらに備え、前記後段冷却器で冷却された蒸発ガスの温度は１２～４５℃
である。
【００１９】
　好ましくは、前記第１膨張手段で膨張された蒸発ガスは４～１５ｂａｒａである。
【００２０】
　好ましくは、前記レベル制御ライン上に設けられ、前記収容器から排出される流体を第
３流れ及び第４流れを含む少なくとも２つの流れに分岐させ、分岐された第３流れを膨張
させる第２膨張手段及び、前記第２膨張手段によって膨張された第３流れを冷媒とし、前
記第３流れを分岐させて残った第４流れを冷却する第２中間冷却器を備え、前記第２中間
冷却器を通過した第４流れは、前記液化ガス貯蔵タンクに戻され、前記第２中間冷却器を
通過した第３流れは、前記圧縮機に供給される。
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【００２１】
　好ましくは、前記第２膨張手段で膨張された蒸発ガスは２～５ｂａｒａである。
【００２２】
　好ましくは、前記圧縮機は、複数の圧縮部を備える多段圧縮機であり、前記第１中間冷
却器を通過した第１流れ及び前記第２中間冷却器を通過した第３流れは、前記複数の圧縮
部のいずれかの圧縮部の後段にそれぞれ供給される。
【００２３】
　上述した目的を達成するため本発明の他の一実施形態では、船舶に設置された液化ガス
貯蔵タンクで発生する蒸発ガスを別の冷熱供給サイクルを設置せずに自己熱交換により再
液化して、前記液化ガス貯蔵タンクで発生する蒸発ガスの全量が再液化されて前記液化ガ
ス貯蔵タンクに戻される船舶用の蒸発ガス再液化方法において、液化ガスから発生した蒸
発ガスを圧縮機で圧縮し、圧縮された蒸発ガスを前記液化ガスから発生した蒸発ガスによ
って冷却し、冷却された蒸発ガスを第１流れと第２流れとに分岐させて、第１流れを膨張
させ、膨張させた蒸発ガスによって前記第２流れを冷却し、冷却された第２流れを収容器
に供給し、前記収容器の圧力を制御して、前記圧縮機の後段の圧力を制御することを特徴
とする、船舶用の蒸発ガス再液化方法が提供される。
【００２４】
　好ましくは、前記収容器から流体を排出させて前記液化ガス貯蔵タンクに供給する場合
に、前記収容器から排出させる気体の流れを制御して、前記収容器の内圧または前記圧縮
の後段の圧力を設定値に維持する。
【００２５】
　好ましくは、前記圧縮機の後段の圧力の設定値は４０～１００ｂａｒａである。
【００２６】
　好ましくは、前記収容器から液体を排出させて、第３流れ及び第４流れに分岐させ、分
岐させた第３流れを膨張させて前記第４流れを冷却し、冷却された第４流れを前記液化ガ
ス貯蔵タンクに供給する。
【００２７】
　好ましくは、前記冷却された第４流れを膨張させて前記液化ガス貯蔵タンクに供給し、
前記収容器のレベルを測定して前記冷却された第４流れの膨張程度を調節する。
【００２８】
　好ましくは、前記圧縮機は、複数の圧縮部を備える多段圧縮機であり、前記第１流れを
、４～１５ｂａｒａで膨張させ、前記第３流れを、２～５ｂａｒａで膨張させ、膨張させ
た第１流れと膨張させた第３流れとを、前記第２流れ及び前記第４流れを冷却した後で前
記多段圧縮機に供給し、前記膨張させた第３流れを、前記膨張させた第１流れが供給され
る圧縮部よりも前段の圧縮部の下流に供給する。
【００２９】
　好ましくは、前記圧縮機で圧縮した圧縮蒸発ガスは、前記液化ガスから発生した蒸発ガ
スと熱交換させる前に、１２～４５℃に冷却する。
【００３０】
　また、上述した目的を達成するため本発明の更に他の実施形態では、エタン、プロパン
、ブタンを含む群から選択される少なくとも１つ以上を含む液化ガスから自然気化した蒸
発ガスを、別の冷熱供給サイクルを使用せずに自己熱交換により再液化する船舶用の蒸発
ガス再液化方法であって、前記蒸発ガスを圧縮して、圧縮された蒸発ガスを圧縮する前の
蒸発ガスと熱交換させて冷却した後、冷却された蒸発ガスの一部を膨張させ、膨張された
蒸発ガスと膨張されなかった残りの蒸発ガスとの熱交換を１回以上実施して、前記蒸発ガ
スの全量を再液化することを特徴とする、船舶用の蒸発ガス再液化方法が提供される。
【００３１】
　好ましくは、再液化された蒸発ガスを圧力容器に貯蔵して、前記圧力容器の内圧を制御
することにより、圧縮蒸発ガスが再液化されて前記圧力容器に貯蔵されるまでの圧力を設
定値に維持する。
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【発明の効果】
【００３２】
　本発明における船舶用の蒸発ガス再液化装置及び蒸発ガス再液化方法は、別の独立した
冷熱供給サイクルを設置する必要がなく、設置費用を低減することができ、エタンなどの
蒸発ガスを自己熱交換させる方法で再液化させるため、追加の冷熱供給サイクルがなくて
も、従来の再液化装置と同等の再液化効率を達成することができる。
【００３３】
　また、本発明における船舶用の蒸発ガス再液化装置及び蒸発ガス再液化方法は、冷熱供
給サイクルを設置する必要がなく、設置する装備の数が減少し、特に冷熱供給サイクルの
圧縮機を省略することが可能になり、冷熱供給サイクルの駆動にかかる電力を低減するこ
とができる。
【００３４】
　また、本発明における船舶用の蒸発ガス再液化装置及び蒸発ガス再液化方法は、収容器
を設けて多段圧縮機の後段の圧力を制御することができるため、最適な成績係数（COP; C
oefficient Of Performance）を達成することにより、冷凍効果が改善された再液化装置
を構成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の第１実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図。
【図２】蒸発ガスの圧力に応じた再液化装置のＣＯＰの変化を示すグラフ。
【図３】本発明の第２実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図。
【図４】本発明の第３実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図。
【図５】本発明の第４実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図。
【図６】本発明の第５実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図。
【図７】本発明の第６実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、添付した図面を参照して、本発明の実施例の構成と作用を詳細に説明する。本発
明における船舶用の蒸発ガス再液化装置及び蒸発ガス再液化方法は、液化天然ガスの船倉
が設置される船舶や陸上で様々な応用と適用が可能である。特に低温液体貨物または液化
ガスを貯蔵できる貯蔵タンクが設置される全種類の船舶と海洋構造物、即ち、液化ガス運
搬船、液化エタンガス（LEG; Liquefied Ethane Gas）運搬船などの船舶をはじめ、ＦＰ
ＳＯ、ＦＳＲＵなどの海上構造物に適用することができる。
【００３７】
　また、本発明の説明における「流れ」という用語は、ラインに沿って流れる流体、即ち
蒸発ガスを意味し、各ラインにおける流体は、システムの運用条件に応じて、液体状態、
気液混合状態、気体状態、超臨界状態のいずれかの状態である。
【００３８】
　また、後述する船舶に搭載された貯蔵タンク（１０）に貯蔵された液化ガスは、１気圧
で－１１０℃以上の沸点を有する。また、貯蔵タンク（１０）に貯蔵された液化ガスは、
液化エタンガス（LEG）または液化石油ガス（LPG）である。また、液化ガスまたは液化ガ
スから発生する蒸発ガスはメタン、エタン、プロパン、ブタン、重炭化水素などを含む群
から選択される少なくとも１つ以上の成分を含む。
【００３９】
　また、下記の実施例は様々な他の形態で変更することができ、本発明の範囲が下記の実
施例に限定されるものではない。
【００４０】
　図１は、本発明の第１実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略的な構成図で
ある。
【００４１】
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　図１を参照して、本実施例における船舶用の蒸発ガス再液化装置は、船舶に設置された
液化ガス貯蔵タンク（１０）で発生する蒸発ガスを再液化するためのものであり、貯蔵タ
ンク（１０）から排出される蒸発ガスを圧縮する圧縮機（２０）と、圧縮機（２０）によ
って圧縮された圧縮蒸発ガスと貯蔵タンク（１０）から排出される蒸発ガスとを熱交換さ
せる熱交換器（３０）とを備える。
【００４２】
　本実施例の貯蔵タンク（１０）は、蒸発ガスの発生により貯蔵タンク（１０）の圧力が
設定された安全圧力以上になると、安全バルブ（図示せず）を介して貯蔵タンク（１０）
の外部へ蒸発ガスが排出される。貯蔵タンク（１０）の外部に排出された蒸発ガスは、本
実施例の再液化装置によって再液化されて再び貯蔵タンク（１０）に戻される。
【００４３】
　本実施例の貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスは、船舶内のエンジンなどの燃
料としては使用されず、本実施形態に係る再液化装置によって全量が液化され、すべてが
液体の状態で、または少なくとも一部が気体状態のものを含んで、全量が貯蔵タンク（１
０）に戻されるか、少なくとも一部が再液化装置を循環する。
【００４４】
　本実施例の圧縮機（２０）は、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を備
えて蒸発ガスを多段（multistage）圧縮する多段圧縮機（２０）であり、本実施例では、
多段圧縮機（２０）として、図１に示すように第１圧縮部（２０ａ）、第２圧縮部（２０
ｂ）、第３圧縮部（２０ｃ）及び第４圧縮部（２０ｄ）を備える４段圧縮機（２０）が設
けられる場合を例に説明する。
【００４５】
　本実施例の多段圧縮機（２０）は、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスを多段
階で圧縮する。本実施例では、４つの圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を備え
、４段階の圧縮過程を経る場合を例に説明するが、圧縮部の数はこれに限定されない。
【００４６】
　多段圧縮機（２０）には、複数の圧縮部と、これらの圧縮部の間に圧縮部を通過して圧
力と共に温度が上昇した蒸発ガスを冷却する複数の冷却器（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ）と
が設けられる。例えば、第１圧縮部（２０ａ）と第２圧縮部（２０ｂ）との間には、第１
圧縮部（２０ａ）を通過して圧力と共に温度が上昇した蒸発ガスを冷却する第１冷却器（
２１ａ）が設けられる。
【００４７】
　また、多段圧縮機（２０）の最後段圧縮部、即ち、本実施例における第４圧縮部（２０
ｄ）の後段には、多段圧縮機（２０）で圧縮されて熱交換器（３０）に供給される蒸発ガ
スの温度を調節する後段冷却器（２１ｄ）が設けられる。
【００４８】
　本実施例では、多段圧縮機（２０）の最後段圧縮部、即ち第４圧縮部（２０ｄ）で圧縮
されて排出される蒸発ガスの圧力は、４０～１００ｂａｒａであり、温度は８０～１３０
℃である。
【００４９】
　例えば、貯蔵タンク（１０）で発生した蒸発ガスが多段圧縮機（２０）の各圧縮部（２
０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）に供給される供給圧力及び温度、各圧縮部（２０ａ，２
０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）で圧縮されて排出される蒸発ガスの排出圧力及び温度は、下記表
１に示される。
【００５０】
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【表１】

【００５１】
　即ち、貯蔵タンク（１０）で発生した約０．９６ｂａｒａ、約３６．１７℃の蒸発ガス
が第１圧縮部（２０ａ）に供給されると、蒸発ガスは第１圧縮部（２０ａ）で約３．００
ｂａｒａに圧縮され、圧縮過程で温度は約１２３．３０℃まで上昇する。この蒸発ガスは
、第１圧縮部（２０ａ）の後段の第１冷却器（２１ａ）で約４０℃まで冷却され、冷却過
程で圧力が幾らか減少した約２．７６ｂａｒａ、約４０℃の蒸発ガスが、第２圧縮部（２
０ｂ）に供給される。この過程を繰り返して、最後段である第４圧縮部（２０ｄ）から排
出される蒸発ガスの圧力及び温度は、約８３．５１ｂａｒａ、約１２１．５０℃であり、
この蒸発ガスが熱交換器（３０）に供給されるが、熱交換器（３０）に供給される前に後
段冷却器（２１ｄ）でさらに冷却される。後段冷却器（２１ｄ）で冷却されて熱交換器（
３０）に供給される蒸発ガスの温度は、１２～４５℃である。
【００５２】
　本実施例の熱交換器（３０）は、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）に
よって圧縮された蒸発ガス（以下、「ａの流れ」という。）を、貯蔵タンク（１０）から
排出された蒸発ガスとの熱交換により冷却する。即ち、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，
２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮されて圧力が上昇した蒸発ガスは、貯蔵タンク（１０）か
ら排出された蒸発ガスを冷媒として使用して熱交換器（３０）で冷却される。
【００５３】
　また、貯蔵タンク（１０）から排出された低温の蒸発ガスは、熱交換器（３０）でａの
流れを冷却することにより加熱され、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）
に導入される。蒸発ガスの物性に応じて異なるが、熱交換器（３０）を通過したａの流れ
の少なくとも一部または全部が液化される。
【００５４】
　したがって、本実施例において、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスは、熱交
換器（３０）で圧縮蒸発ガスにより加熱された後、圧縮機（２０）に導入されるため、複
数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を備える多段圧縮機（２０）は、極低温
の液化ガスから発生する低温の蒸発ガスを圧縮するための極低温用の圧縮機を設ける必要
がなく、低温の蒸発ガスによる圧縮機の損傷も防止することができる。
【００５５】
　また、図１を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、多段圧縮機（２０
）を通過して熱交換器（３０）で熱交換された後、冷却されて排出されるａの流れを第１
流れ（ａ１）及び第２流れ（ａ２）を含む２つ以上の流れに分岐させ、分岐させた第１流
れ（ａ１）を膨張させる第１膨張手段（７１）と、第１膨張手段（７１）によって膨張し
た第１流れ（ａ１）を冷媒とし、第１流れを分岐させて残った第２流れ（ａ２）を冷却す
る第１中間冷却器（４１）とを備え、第１中間冷却器（４１）で第１流れ（ａ１）によっ
て冷却された第２流れ（ａ２）は貯蔵タンク（１０）に戻され、第１中間冷却器（４１）
で第２流れ（ａ２）を冷却して排出される第１流れ（ａ１）は、多段圧縮機（２０）の中
間段、即ち複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）のいずれかの圧縮部の下流
に供給され、貯蔵タンク（１０）で発生して多段圧縮機（２０）で圧縮される蒸発ガスス
トリームに合流する。
【００５６】
　図１を参照して、本実施例において貯蔵タンク（１０）から排出されて熱交換器（３０
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）、多段圧縮機（２０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して、多段圧縮機（２０）で
圧縮された圧縮蒸発ガス、即ち、ａの流れと、上述した第１流れ（ａ１）を分岐させて第
１中間冷却器（４１）で膨張した第１流れ（ａ１）によって冷却される第２流れ（ａ２）
及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却、過冷却または少なくとも一部または全部が
液化され、再び貯蔵タンク（１０）に戻される蒸発ガスの流路を再液化ラインと称し、図
１では再液化ラインを実線で示した。
【００５７】
　本実施例において、熱交換器（３０）で熱交換された後、冷却されて排出されるａの流
れから分岐した第１流れ（ａ１）を膨張させる第１膨張手段（７１）が設けられ、第１流
れ（ａ１）の経路を提供する第１バイパスライン（ａ１）が再液化ラインから分岐する。
【００５８】
　第１膨張手段（７１）は、熱交換器（３０）で冷却されたａの流れから分岐した第１流
れ（ａ１）を膨張させ、第１膨張手段（７１）で膨張により温度が低下した第１流れ（ａ
１）が、第１中間冷却器（４１）の冷媒として利用される。本実施例では、第１流れ（ａ
１）は約４０～１００ｂａｒａ、約１２～４５℃の条件で第１膨張手段（７１）に供給さ
れ、第１膨張手段（７１）によって４～１５ｂａｒａまで膨張されて温度が低下し、第１
中間冷却器（４１）からの再液化ラインに沿って約４０～１００ｂａｒａ、約１２～４５
℃の条件で供給される第２流れ（ａ２）を冷却または過冷却させるか、または第２流れ（
ａ２）の少なくとも一部を液化させる。
【００５９】
　第１流れ（ａ１）と分岐して、再液化ラインに沿って第１中間冷却器（４１）に供給さ
れる第２流れ（ａ２）は、第１中間冷却器（４１）で第１膨張手段（７１）を通過した第
１流れ（ａ１）によって過冷却され、少なくとも一部が液化される。蒸発ガスの物性によ
って異なるが、本実施例では、第１中間冷却器（４１）から再液化ラインに沿って供給さ
れる流体は、全量が液化または過冷却される。
【００６０】
　第１中間冷却器（４１）で第２流れ（ａ２）を冷却した後に排出される第１流れ（ａ１
）は、図１に示すように、多段圧縮機（２０）の中間段に供給されるが、第１中間冷却器
（４１）を通過した第１流れ（ａ１）は、多段圧縮機（２０）における複数の圧縮部（２
０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）の下流のうち、第１中間冷却器（４１）を通過した第１
流れ（ａ１）の圧力と最も近似する圧力範囲に該当する圧縮部の下流に供給されて、多段
圧縮機（２０）で圧縮される蒸発ガスストリーム、即ち再液化ラインに合流する。本実施
例では、第１中間冷却器（４１）を通過した第１流れ（ａ１）が第２圧縮部（２０ｂ）の
下流に合流する場合を図示したが、これに限定されない。
【００６１】
　図１を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、再液化ラインに設けられ
て第１中間冷却器（４１）を通過した第２流れ（ａ２）をさらに冷却する第２中間冷却器
（４２）及び第２膨張手段（７２）をさらに備える。後述する収容器（９０）は、第１中
間冷却器（４１）と第２中間冷却器（４２）との間に設けられ、第１中間冷却器（４１）
を通過した第２流れ（ａ２）は、収容器（９０）及び第２中間冷却器（４２）を通過して
貯蔵タンク（１０）に戻される。
【００６２】
　本実施例において、第１中間冷却器（４１）を通過した第２流れ（ａ２）を、第３流れ
（ａ３）及び第４流れ（ａ４）を含む少なくとも２つの流れに分岐させ、第３流れ（ａ３
）を膨張させ、膨張させた第３流れ（ａ３）によって第４流れ（ａ４）は過冷却されて貯
蔵タンク（１０）に戻される。
【００６３】
　第２流れ（ａ２）から分岐させた第３流れ（ａ３）の流路を提供する第２バイパスライ
ン上には、第３流れ（ａ３）を膨張させる第２膨張手段（７２）が設けられ、第２膨張手
段（７２）で膨張により温度が低下した第３流れ（ａ３）は、第２中間冷却器（４２）に
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供給され、再液化ラインに沿って第２中間冷却器（４２）に供給される第４流れ（ａ４）
と熱交換されて、第４流れ（ａ４）を冷却した後、多段圧縮機（２０）に供給される。
【００６４】
　また、図１を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、第１中間冷却器（
４１）で冷却された第２流れ（ａ２）を収容する収容器（９０）をさらに備え、収容器（
９０）から蒸発ガスを排出させて貯蔵タンク（１０）に回収する圧力制御ライン（ＰＬ）
及びレベル制御ライン（ＬＬ）のいずれか一方、または両方が設けられる。
【００６５】
　第１中間冷却器（４１）と第１膨張手段（７１）とは、それぞれを少なくとも１つ以上
備え、本実施例では、第２中間冷却器（４２）と第２膨張手段（７２）とをさらに備えて
、１つの中間冷却器と１つの膨張手段とを１組として合計２組が設けられる場合を例示し
たが、その数に限定されるものではない。また、１組の中間冷却器と膨張手段は、それぞ
れを１つずつ備えるものに限定されない。
【００６６】
　しかし、中間冷却器を複数設ける場合、即ち中間冷却と膨張手段とをそれぞれ備える組
を２組以上設ける場合、後述する収容器（９０）及び第１中間冷却器（４１）の後段から
貯蔵タンク（１０）までの再液化ラインを流動する流体の流れにおいて、フラッシュガス
（Flash Gas）の発生を抑制することができるため、再液化効率がさらに向上する。
【００６７】
　また、本実施例において、収容器（９０）は第１中間冷却器（４１）と第２中間冷却器
（４２）との間に設けられ、第１中間冷却器（４１）を通過して再液化ラインに沿って流
れる第２流れ（ａ２）を収容して、レベル制御ライン（ＬＬ）に沿って収容器（９０）か
ら排出される流体を第３流れ（ａ３）と第４流れ（ａ４）とに分岐させ、第２中間冷却器
（４２）で膨張した第３流れ（ａ３）と第３流れ（ａ３）を分岐させて残った第４流れ（
ａ４）とを熱交換させて、冷却された第４流れ（ａ４）は貯蔵タンク（１０）に戻される
。
【００６８】
　本実施例において、レベル制御ライン（ＬＬ）に沿って流れる流体は、液体状態または
過冷却液体である。
【００６９】
　このように、中間冷却器と膨張手段とを１組として複数の組を設ける場合、収容器（９
０）は、収容器の前段の組と収容器の後段の組との間に設けられ、前段の組から再液化ラ
インに沿って排出される流体を収容する。収容器（９０）のレベル制御ライン（ＬＬ）に
沿って排出される流体は貯蔵タンク（１０）に供給される。レベル制御ライン（ＬＬ）に
沿って貯蔵タンク（１０）に供給される流体は、収容器（９０）の後段の組で過冷却され
る。
【００７０】
　流体の冷却システムの効率は、冷凍効果と圧縮仕事との比を表す成績係数（COP; Coeff
icient Of Performance）で表され、成績係数は、冷凍効果が大きくなるほど、圧縮仕事
が小さくなるほど向上する。
【００７１】
　したがって、図２に示したグラフを参照して、本実施形態に係る再液化装置の成績係数
（図２のＹ軸）は、再液化装置を流れる流体の圧力（図２のＸ軸）に依存し、成績係数が
最適値を有する圧力範囲が存在する。即ち、本実施例では、多段圧縮機（２０）の後段か
ら第１中間冷却器（４１）及び収容器（９０）に連結されるラインを流れる流体の成績係
数が、最適値を有する圧力を維持するように制御することで、再液化効率が向上すること
を特徴とする。
【００７２】
　本実施例の収容器（９０）は、第１中間冷却器（４１）を通過して貯蔵タンク（１０）
に戻される第２流れ（ａ２）を制御できる手段として、収容器（９０）の圧力を制御する
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ことで多段圧縮機（２０）の後段の圧力を制御することができる。
【００７３】
　本実施例において、収容器（９０）には、収容器（９０）の内圧を調節する圧力制御ラ
イン（ＰＬ）と収容器（９０）のレベル（水位）を調節するレベル制御ライン（ＬＬ）が
接続される。収容器（９０）の内圧を調節するために収容器（９０）から圧力制御ライン
（ＰＬ）を介して排出される流体は貯蔵タンク（１０）に供給され、収容器（９０）のレ
ベルを調節するために収容器（９０）からレベル制御ライン（ＬＬ）を介して排出される
流体は、上述したように、第２中間冷却器（４２）で熱交換された後、第３流れ（ａ３）
は多段圧縮機（２０）に、第４流れ（ａ４）は貯蔵タンク（１０）に供給される。
【００７４】
　本実施例において、圧力制御ライン（ＰＬ）を介して排出される流体が貯蔵タンク（１
０）に戻される場合を例示して説明したが、これに限定されず、収容器（９０）から排出
されて、システムの外部に排出させることも、またはシステム内を循環させることもでき
る。
【００７５】
　第１中間冷却器（４１）を通過した第２流れ（ａ２）は、液体状態または配管に沿って
流れながら一部が気化した気液混合状態である。即ち、収容器（９０）の圧力制御ライン
（ＰＬ）に沿って排出される流体は気体状態であり、収容器（９０）のレベル制御ライン
（ＬＬ）に沿って排出される流体は液体状態である。収容器（９０）の圧力制御ライン（
ＰＬ）及びレベル制御ライン（ＬＬ）によって、収容器（９０）の内圧とレベル（水位）
とを設定値に維持するよう制御される。
【００７６】
　収容器（９０）のレベル制御ライン（ＬＬ）を介して排出された流体は、第３流れ（ａ
３）及び第４流れ（ａ４）に分岐されて第２中間冷却器（４２）に供給され、分岐されて
膨張された第３流れ（ａ３）と第３流れ（ａ３）を分岐させて残った第４流れ（ａ４）と
が第２中間冷却器（４２）で熱交換され、第２中間冷却器（４２）で第４流れ（ａ４）を
冷却した後に排出される第３流れ（ａ３）は、多段圧縮機（２０）に供給される。
【００７７】
　第３流れ（ａ３）は、第２膨張手段（７２）で約２～５ｂａｒａに膨張され、膨張によ
り温度が低下したまま第２中間冷却器（４２）に供給され、再液化ラインに沿って第２中
間冷却器（４２）に供給された第４流れ（ａ４）を過冷却させる。
【００７８】
　第２中間冷却器（４２）で第４流れ（ａ４）を冷却した後に排出される第３流れ（ａ３
）は、図１に示すように、多段圧縮機（２０）の中間段に供給されるが、第２中間冷却器
（４２）を通過した第３流れ（ａ３）は、多段圧縮機（２０）の複数の圧縮部（２０ａ，
２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）の下流のうち、第２中間冷却器（４２）を通過した第３流れ（
ａ３）の圧力と最も近似する圧力範囲に該当する圧縮部の下流に供給されて、多段圧縮機
（２０）で圧縮される蒸発ガスストリーム、即ち再液化ラインに合流する。本実施例では
、第２中間冷却器（４２）を通過した第３流れ（ａ３）が第１圧縮部（２０ａ）の下流に
合流する場合を図示したが、これに限定されない。
【００７９】
　ただし、第２中間冷却器（４２）から排出される第３流れ（ａ３）は、第１中間冷却器
（４１）から排出される第１流れ（ａ１）が供給される圧縮部よりも前段の圧縮部の下流
に供給される。
【００８０】
　第２中間冷却器（４２）で冷却された後に排出される第４流れ（ａ４）は、図１に示す
ように、再液化ラインを介して貯蔵タンク（１０）に戻される。第２中間冷却器（４２）
の後段には、第２中間冷却器（４２）を通過した第４流れ（ａ４）を膨張させる第３膨張
手段（７３）が設けられ、第３膨張手段（７３）を通過した流体は、膨張によって圧力と
温度が低下した状態で貯蔵タンク（１０）に供給される。
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【００８１】
　また、本実施例では、圧力制御ライン（ＰＬ）は、収容器（９０）から排出される流体
を貯蔵タンク（１０）に供給し、特に、圧力制御ライン（ＰＬ）を介して貯蔵タンク（１
０）に戻される蒸発ガスは、気体状態または超臨界状態である。圧力制御ライン（ＰＬ）
には、圧力制御ライン（ＰＬ）の開閉や開度量を調節する圧力制御バルブ（９１）が設け
られる。
【００８２】
　上述した圧力制御バルブ（９１）と第３膨張手段（７３）とは、図示省略の制御部によ
って制御される。以下、図１を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置で多段
圧縮機（２０）の後段の圧力の制御方法を説明する。
【００８３】
　再液化ラインに沿って第１中間冷却器（４１）で冷却されて排出される第２流れ（ａ２
）は、貯蔵タンク（１０）に戻される前に収容器（９０）に収容される。第２流れ（ａ２
）は、流体の沸点など物性に応じて異なるが、過冷却気体または液体状態、気液混合状態
または超臨界状態である。収容器（９０）に収容されると収容器（９０）内で第２流れ（
ａ２）からフラッシュガス（flash gas）が発生し、第２流れ（ａ２）の気体成分とフラ
ッシュガスは収容器（９０）の内圧を上昇させる要因になる。
【００８４】
　本実施例において、収容器（９０）は圧力容器（vessel）であり、収容器（９０）の内
圧が設定圧力以上に上昇すると、収容器（９０）の内部の流体、上述した気体成分とフラ
ッシュガスを外部に排出させるように設けられ、圧力制御ライン（ＰＬ）に沿って排出さ
れて貯蔵タンク（１０）に戻される。圧力制御ライン（ＰＬ）は、図１に示すように収容
器（９０）の上部に接続される。
【００８５】
　即ち、本実施例において、制御部は収容器（９０）の内圧を測定して、設定値以上であ
る場合、圧力制御ライン（ＰＬ）の圧力制御バルブ（９１）を開放し、圧力制御ライン（
ＰＬ）に沿って流体を排出させることにより、多段圧縮機（２０）の後段から収容器（９
０）の前段の圧力を制御することができ、圧力制御ライン（ＰＬ）に沿って流れる流体は
、第１中間冷却器（４１）を通過して過冷却された流体であるため、貯蔵タンク（１０）
に供給されると貯蔵タンク（１０）の内部の温度を低下させる。
【００８６】
　例えば、図示省略の制御部は、収容器（９０）の内圧が設定値以上である場合、圧力制
御バルブ（９１）を開放する。収容器（９０）の内圧設定値が８０ｂａｒａである場合、
収容器（９０）の内圧が８０ｂａｒａ未満であれば、圧力制御バルブ（９１）を閉鎖し、
収容器（９０）内圧が８０ｂａｒａ以上になれば、圧力制御バルブ（９１）を開放して気
体を排出させる。圧力制御バルブ（９１）が閉鎖されていれば、多段圧縮機（２０）の後
段から収容器（９０）までの再液化ラインも８０ｂａｒａ付近の圧力を維持することにな
り、収容器（９０）の内圧が８０ｂａｒａを超えれば、その分、収容器（９０）の前段、
即ち多段圧縮機（２０）から収容器（９０）までの圧力も設定範囲を維持できなくなるた
め、圧力制御バルブ（９１）を開放して、多段圧縮機（２０）の後段から収容器（９０）
までの再液化ラインの圧力を設定範囲に維持する。
【００８７】
　この場合、本実施例において、圧縮機の後段の圧力設定値は４０～１００ｂａｒａであ
り、より好ましくは８０ｂａｒａである。即ち、収容器（９０）の内圧設定値は４０～１
００ｂａｒａであり、より好ましくは８０ｂａｒａである。
【００８８】
　本実施例において、収容器（９０）に供給される第２流れ（ａ２）は、少なくとも一部
が液化状態で収容器（９０）に供給されるか、全量が液体状態で供給され、または収容器
（９０）から排出される前にフラッシュガスで一部が気化する場合もある。
【００８９】
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　したがって、収容器（９０）の内圧を設定値に維持するためには、収容器（９０）のレ
ベルも制御する必要があるが、本実施例では、上述したレベル制御ライン（ＬＬ）を利用
して収容器（９０）のレベルを制御するとともに、再液化装置の液化流量を調節すること
ができる。
【００９０】
　例えば、図示省略の制御部は、収容器（９０）のレベルを測定し、レベル測定値が設定
値以上であれば、第３膨張手段（７３）を開放して、収容器（９０）から液体がレベル制
御ライン（ＬＬ）に沿って排出され、排出された液体は第２中間冷却器（４２）で過冷却
され、第３膨張手段（７３）で膨張によって圧力と温度が低下した状態で貯蔵タンク（１
０）に供給される。
【００９１】
　制御部は、第３膨張手段（７３）の開度を制御して、本実施例の再液化装置でレベル制
御ライン（ＬＬ）に沿って貯蔵タンク（１０）に供給される再液化蒸発ガスの全流量を制
御することもできる。即ち、本実施例では、第３膨張手段（７３）は収容器（９０）のレ
ベル制御手段として利用することができる。
【００９２】
　このように、本発明では、第１中間冷却器（４１）を通過して過冷却された流体を収容
器（９０）に供給し、収容器（９０）の圧力や収容器（９０）のレベルまたは収容器（９
０）の圧力とレベルとを制御しつつ、収容器（９０）から気体状態のフラッシュガスを貯
蔵タンク（１０）に回収する流量と、収容器（９０）から液体状態の過冷却流体を第２中
間冷却器（４２）で追加冷却させて冷却された流体の膨張程度とを調節することにより、
再液化装置の液化効率を向上させることができる。
【００９３】
　本発明は、熱交換器（３０）により、第３膨張手段（７３）に供給される蒸発ガスの過
冷却度を高めて、冷凍効果を向上させることができる。
【００９４】
　また、熱交換器（３０）によって圧縮蒸発ガスがさらに冷却された後、第１中間冷却器
（４１）及び第２中間冷却器（４２）に供給されるため、第１中間冷却器（４１）及び第
２中間冷却器（４２）で蒸発ガスを冷却するために必要な冷媒量が少なくなる。したがっ
て、第１及び第２中間冷却器（４１，４２）に供給する冷媒、即ち膨張させる蒸発ガスの
流量が少なくなるため、再液化ラインから分岐させて膨張させた後で多段圧縮機（２０）
に供給される膨張蒸発ガスの流量が減って、多段圧縮機（２０）の圧縮仕事が減少し、中
間冷却器（４１，４２）での液化量が増加し、冷凍効果を向上させることができる。
【００９５】
　本発明のように、別の冷媒サイクルを追加設置せず、中間冷却器（４１，４２）を加え
、熱交換器（３０）と収容器（９０）とで再液化装置を構成し、収容器（９０）によって
多段圧縮機（２０）の後段の圧力を約４０～１００ｂａｒａで制御する場合、多段圧縮機
（２０）で必要な動力は約４９９．７ｋＷである。一方、再液化装置の冷却熱量（coolin
g capacity）は約２４１．３ｋＷであり、冷却効率、即ち、ＣＯＰは約０．４８となる。
【００９６】
　これに比べて、同じ液化ガスから発生する同一流量及び物性条件を有する蒸発ガスを液
化させると仮定したとき、本発明の熱交換器（３０）を備えず、従来のように別の冷媒サ
イクルを追加設置して構成した場合、多段圧縮機（２０）で必要とされる動力は約５７５
．２ｋＷである。一方、再液化装置の冷却熱量は約２４０．３ｋＷであり、冷却効率、即
ちＣＯＰは約０．４２に過ぎない。即ち、本発明は、従来技術に比べて、より少ない動力
で、より多くの量の蒸発ガスを再液化させて、貯蔵タンクに回収することができる。
【００９７】
　また、収容器（９０）によって、多段圧縮機（２０）の後段の圧力を最適のＣＯＰを示
す圧力に維持し、再液化装置で液化された全液化流量を制御することにより、最適のＣＯ
Ｐを維持して最大の再液化効率を維持することができる。
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【００９８】
　また、本発明の熱交換器（３０）によって、追加の冷媒サイクルを必要とせず、液化ガ
スがプロパンである場合には、プロパンから発生した蒸発ガスは、多段圧縮機（２０）を
通過した蒸発ガスの大部分が液化される。液化ガスがエタンである場合には、エタンから
発生した蒸発ガスが、多段圧縮機（２０）と熱交換器（３０）とを通過して蒸発ガスの大
部分が液化される。また、本実施例のように、中間冷却器が第１中間冷却器（４１）及び
第２中間冷却器（４２）を備えて２つ以上設けられる場合、蒸発ガスが多段圧縮機（２０
）、熱交換器（３０）、中間冷却器（４１，４２）及び収容器（９０）を通過して貯蔵タ
ンク（１０）に戻される再液化過程中に発生するフラッシュガスの発生量を減らすことが
できる。
【００９９】
　図３は、本発明の第２実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図である
。
【０１００】
　図３に示す第２実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、図１に示す第１実施形態の
船舶用の蒸発ガス再液化装置に比べて、収容器、圧力制御ライン及びレベル制御ラインが
ないという点で相違し、以下では相違点を中心に説明する。前述した第１実施例の船舶用
の蒸発ガス再液化装置と同じ部材については、詳細な説明は省略する。
【０１０１】
　図３を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、貯蔵タンク（１０）から
排出された蒸発ガスを多段階で圧縮する複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ
）、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって多段階で圧縮された蒸発
ガスと貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスとを熱交換させる熱交換器（３０）、
複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後で熱交換器（３
０）を通過した蒸発ガスを膨張させる第１膨張手段（７１）、複数の圧縮部（２０ａ，２
０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後で熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスを
冷却する第１中間冷却器（４１）、第１中間冷却器（４１）を通過した蒸発ガスを膨張さ
せる第２膨張手段（７２）、第１中間冷却器（４１）を通過した蒸発ガスを冷却する第２
中間冷却器（４２）、第２中間冷却器（４２）を通過した蒸発ガスを膨張させる第３膨張
手段（７３）及び第３膨張手段（７３）を経て一部再液化された蒸発ガスと気体状態で残
っている蒸発ガスとを分離する気液分離器（６０）を備える。
【０１０２】
　本実施例の貯蔵タンク（１０）は、エタン、エチレンなどの液化ガスを貯蔵し、外部か
らの伝達熱により液化ガスが気化して生成される蒸発ガスによって、貯蔵タンク内の圧力
が所定圧力以上になると蒸発ガスを外部に排出する。本実施例では、貯蔵タンク（１０）
から液化ガスが排出される場合を例に説明するが、エンジンに燃料として供給するために
液化ガスを貯蔵する燃料タンクから液化ガスが排出される場合も適用できる。
【０１０３】
　本実施例の複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）は、貯蔵タンク（１０）
から排出された蒸発ガスを多段階で圧縮する。本実施例では、４つの圧縮部を備え、４段
階の圧縮過程を経る場合を例に説明するが、圧縮部の数はこれに限定されない。
【０１０４】
　本実施例のように圧縮機が４つの圧縮部を備える４段圧縮機の場合、圧縮機（２０）は
直列に設置されて蒸発ガスを順番に圧縮する第１圧縮部（２０ａ）、第２圧縮部（２０ｂ
）、第３圧縮部（２０ｃ）、及び第４圧縮部（２０ｄ）を備える。第１圧縮部（２０ａ）
の下流の蒸発ガスの圧力は２～５ｂａｒ、例えば３．５ｂａｒであり、第２圧縮部（２０
ｂ）の下流の蒸発ガスの圧力は１０～１５ｂａｒ、例えば１２ｂａｒである。また、第３
圧縮部（２０ｃ）の下流の蒸発ガスの圧力は２５～３５ｂａｒ、例えば３０．５ｂａｒで
あり、第４圧縮部（２０ｄ）の下流の蒸発ガスの圧力は７５～９０ｂａｒ、例えば８３．
５ｂａｒである。
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【０１０５】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）の後段には、圧縮部（２０ａ，２０
ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過して圧力と共に温度が上昇した蒸発ガスを冷却する複数の冷
却器（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ，２１ｄ）がそれぞれ設置される。
【０１０６】
　本実施例の熱交換器（３０）は、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）に
よって圧縮された蒸発ガス（以下、「ａの流れ」という。）を、貯蔵タンク（１０）から
排出された蒸発ガスとの熱交換により冷却する。即ち、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，
２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮されて圧力が上昇した蒸発ガスは、貯蔵タンク（１０）か
ら排出された蒸発ガスを冷媒として使用して、熱交換器（３０）で冷却される。
【０１０７】
　本実施例の第１膨張手段（７１）は、熱交換器（３０）から第１中間冷却器（４１）ま
で蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン上に設置され、複数の圧縮部（２０ａ
，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガ
スの一部（以下、「ａ１流れ」という。）を膨張させる。第１膨張手段（７１）は、膨張
バルブまたは膨張機である。
【０１０８】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（
３０）を通過した蒸発ガスの一部（ａ１流れ）は、第１膨張手段（７１）によって膨張さ
れて圧力と温度が低下する。第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスは第１中間冷却器
（４１）に供給され、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮さ
れた後に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスの他の一部（以下、「ａ２流れ」という。
）を冷却する冷媒として使用される。
【０１０９】
　本実施例の第１中間冷却器（４１）は、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０
ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスの一部（ａ２流れ）と
、第１膨張手段（７１）によって膨張された蒸発ガス（ａ１流れ）とを熱交換させ、複数
の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過した蒸発ガス
（ａ２流れ）を冷却する。
【０１１０】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過した後
に第１中間冷却器（４１）によって冷却された蒸発ガス（ａ２流れ）は第２膨張手段（７
２）と第２中間冷却器（４２）に送られ、第１膨張手段（７１）を通過して第１中間冷却
器（４１）に送られた蒸発ガス（ａ１流れ）は、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ
，２０ｄ）のいずれかの圧縮部（２０ｂ）の後段に送られる。
【０１１１】
　本実施例の第２膨張手段（７２）は、第１中間冷却器（４１）から第２中間冷却器（４
２）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン上に設置され、熱交換器（３０
）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスの一部（ａ２１流れ）を膨
張させる。第２膨張手段（７２）は、膨張バルブまたは膨張機である。
【０１１２】
　熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して、冷却された蒸発ガス（ａ２
流れ）の一部（ａ２１流れ）は、第２膨張手段（７２）によって膨張されて圧力と温度が
低下する。第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガス（ａ２１流れ）は、第２中間冷却器
（４２）に供給され、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却され
た他の一部の蒸発ガス（ａ２２流れ）を冷却する冷媒として使用される。
【０１１３】
　本実施例の第２中間冷却器（４２）は、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）
を通過して冷却された蒸発ガスと、第２膨張手段（７２）によって膨張された蒸発ガス（
ａ２１流れ）とを熱交換させ、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して
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冷却された蒸発ガス（ａ２２流れ）を更に冷却する。
【０１１４】
　熱交換器（３０）、第１中間冷却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）によって冷却
された蒸発ガスは、第３膨張手段（７３）を通って気液分離器（６０）に送られ、第２膨
張手段（７２）を通って第２中間冷却器（４２）に送られた蒸発ガスは、複数の圧縮部（
２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）のいずれかの圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０
ｄ）の後段に送られる。
【０１１５】
　第１中間冷却器（４１）は、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスによって熱交
換器（３０）で一次冷却された蒸発ガスを冷却すれば良いが、第２中間冷却器（４２）は
、熱交換器（３０）で一次冷却された後に第１中間冷却器（４１）で二次冷却された蒸発
ガスを冷却する必要があるため、第２中間冷却器（４２）に冷媒として供給される蒸発ガ
ス（ａ２１流れ）は、第１中間冷却器（４１）に冷媒として供給される蒸発ガス（ａ１流
れ）より低温である必要がある。即ち、第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスより第
２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスは更に膨張された状態となり、第１膨張手段（７
１）を通過した蒸発ガスよりも第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスの圧力は更に低
くなる。したがって、第１中間冷却器（４１）から排出される蒸発ガスは、第２中間冷却
器（４２）から排出される蒸発ガスが合流する圧縮部より、更に下流側に位置する圧縮部
の後段に送られる。第１及び第２中間冷却器（４１，４２）から排出される蒸発ガスは、
複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって多段階の圧縮過程を経る蒸発
ガスのうち近似する圧力の蒸発ガスとそれぞれ統合されて圧縮過程を経る。
【０１１６】
　一方、第１膨張手段（７１）及び第２膨張手段（７２）によって膨張された蒸発ガスは
、それぞれ第１中間冷却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）で蒸発ガスを冷却するた
めの冷媒として使用されるため、第１中間冷却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）で
蒸発ガスを冷却させる程度に応じて、第１膨張手段（７１）及び第２膨張手段（７２）に
送られる蒸発ガスの量を調節することができる。即ち、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，
２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスは、第１
膨張手段（７１）と第１中間冷却器（４１）とに分けて送られるが、第１中間冷却器（４
１）で蒸発ガスを更に低温まで冷却する場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸発ガス
の割合を高め、第１中間冷却器（４１）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張
手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を下げる。
【０１１７】
　第１中間冷却器（４１）から第２中間冷却器（４２）に送られる蒸発ガスも、熱交換器
（３０）から第１中間冷却器（４１）に送られる蒸発ガスと同様に、第２中間冷却器（４
２）で蒸発ガスを更に低温まで冷却する場合には、第２膨張手段（７２）に送る蒸発ガス
の割合を高め、第２中間冷却器（４２）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張
手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を下げる。
【０１１８】
　本実施例では、２つの中間冷却器（４１，４２）と各中間冷却器（４１，４２）の前段
に設置される２つの膨張手段（７１，７２）とを備える場合を例に説明するが、必要に応
じて中間冷却器と中間冷却器の前段に設置される膨張手段の数は、変更することができる
。また、本実施例の中間冷却器（４１，４２）としては、図１に示す船舶用の中間冷却器
や一般的な熱交換器を使用することができる。
【０１１９】
　本実施例の第３膨張手段（７３）は、第１中間冷却器（４１）及び第２中間冷却器（４
２）を通過した蒸発ガスを常圧付近まで膨張させる。
【０１２０】
　本実施例の気液分離器（６０）は、第３膨張手段（７３）を通過して一部再液化された
蒸発ガスと液化されずに気体状態で残っている蒸発ガスとを分離する。気液分離器（６０
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）によって分離された気体状態の蒸発ガスは、熱交換器（３０）の前段に送られ貯蔵タン
ク（１０）から排出された蒸発ガスと共に再び再液化過程を経ることになり、気液分離器
（６０）によって分離された再液化された蒸発ガスは、貯蔵タンク（１０）に戻される。
本実施例の蒸発ガスが燃料タンクから排出される場合には、再液化された蒸発ガスは燃料
タンクに送られる。
【０１２１】
　図３を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置による蒸発ガスの流れを説明
する。
【０１２２】
　貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスは、熱交換器（３０）を通過した後、複数
の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮される。複数の圧縮部（２０
ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された蒸発ガスの圧力は約４０ｂａｒ～１０
０ｂａｒであり、好ましくは約８０ｂａｒである。複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０
ｃ，２０ｄ）によって圧縮された蒸発ガスは、気体と液体との区別がない第３状態である
超臨界流体状態になる。
【０１２３】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過した蒸発ガスは、熱交換器（
３０）、第１中間冷却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）を通過して第３膨張手段（
７３）を通過するまでは、圧力がほぼ同程度に維持されるため、超臨界流体状態を維持す
る。ただし、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過した蒸発ガスは、
熱交換器（３０）、第１中間冷却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）を通過する度に
温度が低下し、工程の運用方法に応じて、熱交換器（３０）、第１中間冷却器（４１）及
び第２中間冷却器（４２）を通過する度に圧力が低下する場合があるため、熱交換器（３
０）、第１中間冷却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）を通過して第３膨張手段（７
３）を通過するまでに、気液混合状態や液体状態となる場合がある。
【０１２４】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過した蒸発ガスは、再び熱交換
器（３０）に送られ、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスと熱交換される。複数
の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過した蒸発ガス
の温度は－１０～３５℃である。
【０１２５】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過した蒸
発ガス（ａ流れ）は、一部（ａ１流れ）が第１膨張手段（７１）に送られ、他の一部（ａ
２流れ）は第１中間冷却器（４１）に送られる。第１膨張手段（７１）に送られた蒸発ガ
ス（ａ１流れ）は、膨張によって圧力と温度が低下した後で第１中間冷却器（４１）に送
られ、熱交換器（３０）を通過した後で第１中間冷却器（４１）に送られた蒸発ガスは、
第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスとの熱交換によって冷却される。
【０１２６】
　熱交換器（３０）を通過した後に一部を分岐させて第１膨張手段（７１）に送られる蒸
発ガス（ａ１流れ）は、第１膨張手段（７１）によって膨張されて気液混合状態になる。
第１膨張手段（７１）によって膨張されて気液混合状態になった蒸発ガスは、第１中間冷
却器（４１）で熱交換された後で気体状態になる。
【０１２７】
　第１中間冷却器（４１）で第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガス（ａ２流れ）は、一部（ａ２１流れ）が第２膨張手段（７２）に送られ、他の一部
（ａ２２流れ）は第２中間冷却器（４２）に送られる。第２膨張手段（７２）に送られた
蒸発ガス（ａ２１流れ）は、膨張によって圧力と温度が低下した後で第２中間冷却器（４
２）に送られ、第１中間冷却器（４１）を通過した後で第２中間冷却器（４２）に送られ
た蒸発ガスは、第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスとの熱交換によって冷却される
。
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【０１２８】
　第１中間冷却器（４１）を通過した後に一部を分岐させて、第２膨張手段（７２）に送
られる蒸発ガス（ａ２１流れ）は、熱交換器（３０）を通過した後に一部が分岐して第１
膨張手段（７１）に送られた蒸発ガス（ａ１流れ）と同様に、第２膨張手段（７２）によ
って膨張されて気液混合状態になる。第２膨張手段（７２）によって膨張されて気液混合
状態になった蒸発ガスは、第２中間冷却器（４２）で熱交換された後に気体状態になる。
【０１２９】
　第２中間冷却器（４２）で第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガス（ａ２２流れ）は、第３膨張手段（７３）によって常圧付近まで膨張させると共に
温度が低下して、一部が再液化される。第３膨張手段（７３）を通過した蒸発ガスは気液
分離器（６０）に送られ、再液化された蒸発ガスと気体状態の蒸発ガスとに分離され、再
液化された蒸発ガスは貯蔵タンク（１０）に送られ、気体状態の蒸発ガスは熱交換器（３
０）の前段に送られる。
【０１３０】
　本実施例における船舶用の蒸発ガス再液化装置は、第１膨張手段（７１）によって膨張
された蒸発ガス（ａ１流れ）及び第２膨張手段（７２）によって膨張された蒸発ガス（ａ
２１流れ）を冷媒として利用し、自己熱交換方式で蒸発ガスを冷却するため、別の冷熱供
給サイクルがなくても蒸発ガスを再液化することができるという利点がある。
【０１３１】
　また、別の冷熱供給サイクルが追加される従来の再液化装置は、１ｋＷの熱を回収する
ために約２．４ｋＷの電力が消費されるのに対し、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装
置は、１ｋＷの熱を回収するために約１．７ｋＷの電力が消費され、再液化装置の駆動に
消費されるエネルギーを低減できることが分かる。
【０１３２】
　図４は、本発明の第３実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図である
。
【０１３３】
　図４に示す第３実施例における船舶用の蒸発ガス再液化装置は、図３に示す第２実施形
態の船舶用の蒸発ガス再液化装置に比べて、気液分離器によって分離されて再液化された
蒸発ガスが、気体状態の蒸発ガスと共に貯蔵タンクに送られるという点で相違し、以下で
は相違点を中心に説明する。前述した第２実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置と同じ
部材については、詳細な説明は省略する。
【０１３４】
　図４を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、第３実施例と同様に、複
数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）、熱交換器（３０）、第１膨張手段（７
１）、第１中間冷却器（４１）、第２膨張手段（７２）、第２中間冷却器（４２）、第３
膨張手段（７３）及び気液分離器（６０）を備える。
【０１３５】
　本実施例の貯蔵タンク（１０）は、第２実施例と同様に、エタン、エチレンなどの液化
ガスを貯蔵し、外部からの伝達熱により液化ガスが気化して生成された蒸発ガスによって
、貯蔵タンク内の圧力が所定圧力以上になると蒸発ガスを外部に排出する。
【０１３６】
　本実施例の複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）は、第２実施例と同様に
、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスを多段階で圧縮する。複数の圧縮部（２０
ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）の後段には、複数の冷却器（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ，２
１ｄ）がそれぞれ設置される。
【０１３７】
　本実施例の熱交換器（３０）は、第２実施例と同様に、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ
，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された蒸発ガスを、貯蔵タンク（１０）から排出された
蒸発ガスとの熱交換により冷却する。
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【０１３８】
　本実施例の第１膨張手段（７１）は、第２実施例と同様に、熱交換器（３０）から第１
中間冷却器（４１）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン上に設置され、
複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３
０）を通過した蒸発ガスの一部を膨張させる。
【０１３９】
　本実施例の第１中間冷却器（４１）は、第２実施例と同様に、複数の圧縮部（２０ａ，
２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガス
の一部と、第１膨張手段（７１）によって膨張された蒸発ガスとを熱交換させ、複数の圧
縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスを冷
却する。
【０１４０】
　本実施例の第２膨張手段（７２）は、第２実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）か
ら第２中間冷却器（４２）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン上に設置
され、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスの一
部を膨張させる。
【０１４１】
　本実施例の第２中間冷却器（４２）は、第２実施例と同様に、熱交換器（３０）及び第
１中間冷却器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスと、第２膨張手段（７２）によって
膨張された蒸発ガスとを熱交換させ、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通
過して冷却された蒸発ガスを更に冷却する。
【０１４２】
　第１中間冷却器（４１）から排出される蒸発ガスは、第２実施例と同様に、第２中間冷
却器（４２）から排出される蒸発ガスが合流する圧縮部より、更に下流側に位置する圧縮
部の後段に送られる。
【０１４３】
　また、第２実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）で蒸発ガスを更に低温まで冷却す
る場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を高め、第１中間冷却器（４１
）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を
下げる。
【０１４４】
　第１中間冷却器（４１）から第２中間冷却器（４２）に送られる蒸発ガスも、熱交換器
（３０）から第１中間冷却器（４１）に送られる蒸発ガスと同様に、第２中間冷却器（４
２）で蒸発ガスを更に低温まで冷却する場合には、第２膨張手段（７２）に送る蒸発ガス
の割合を高め、第２中間冷却器（４２）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張
手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を下げる。
【０１４５】
　本実施例の第３膨張手段（７３）は、第２実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）及
び第２中間冷却器（４２）を通過した蒸発ガスを常圧付近まで膨張させる。
【０１４６】
　本実施例の気液分離器（６０）は、第２実施例と同様に、第３膨張手段（７３）を通過
して一部再液化された蒸発ガスと液化されずに気体状態で残っている蒸発ガスとを分離す
る。
【０１４７】
　ただし、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気体状態の蒸発ガスは、第
２実施例とは異なり、再液化された蒸発ガスと共に貯蔵タンク（１０）に送られる。貯蔵
タンク（１０）に送られた気体状態の蒸発ガスは、貯蔵タンク（１０）の内部の蒸発ガス
と共に熱交換器（３０）に送られて、再液化過程を経る。
【０１４８】
　図４を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置による蒸発ガスの流れを説明
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する。
【０１４９】
　貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスは、第２実施例と同様に、熱交換器（３０
）を通過した後、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮される
。
【０１５０】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過した蒸発ガスは、第２実施例
と同様に、再び熱交換器（３０）に送られ、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガス
と熱交換される。複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０
）を通過した蒸発ガスは、一部が第１膨張手段（７１）に送られ、他の一部は第１中間冷
却器（４１）に送られる。第１膨張手段（７１）に送られた蒸発ガスは、膨張によって圧
力と温度が低下した後で第１中間冷却器（４１）に送られ、熱交換器（３０）を通過した
後で第１中間冷却器（４１）に送られた蒸発ガスは、第１膨張手段（７１）を通過した蒸
発ガスと熱交換されて冷却される。
【０１５１】
　第１中間冷却器（４１）から第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスと熱交換された
蒸発ガスは、第２実施例と同様に、一部が第２膨張手段（７２）に送られ、他の一部は第
２中間冷却器（４２）に送られる。第２膨張手段（７２）に送られた蒸発ガスは、膨張に
よって圧力と温度が低下した後で第２中間冷却器（４２）に送られ、第１中間冷却器（４
１）を通過した後で第２中間冷却器（４２）に送られた蒸発ガスは、第２膨張手段（７２
）を通過した蒸発ガスと熱交換されて冷却される。
【０１５２】
　第２中間冷却器（４２）で第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガスは、第２実施例と同様に、第３膨張手段（７３）によって常圧付近まで膨張させる
と共に温度が低下して、一部が再液化される。第３膨張手段（７３）を通過した蒸発ガス
は気液分離器（６０）に送られ、再液化された蒸発ガスと気体状態の蒸発ガスとに分離さ
れる。
【０１５３】
　ただし、第２実施例とは異なり、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気
体状態の蒸発ガス及び液体状態の蒸発ガスは、すべて貯蔵タンク（１０）に送られる。
【０１５４】
　図５は、本発明の第４実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図である
。
【０１５５】
　図５に示す第４実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、図３に示す第２実施形態の
船舶用の蒸発ガス再液化装置に比べて、気体状態の蒸発ガスが貯蔵タンクに送られるとい
う点で相違し、図４に示す第３実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置に比べて、気体状態
の蒸発ガスが再液化された蒸発ガスと分離されて別々に貯蔵タンクに送られるという点で
相違する。以下では、相違点を中心に説明する。前述した第２実施例及び第３実施例の船
舶用の蒸発ガス再液化装置と同じ部材については、詳細な説明は省略する。
【０１５６】
　図５を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、第２実施例及び第３実施
例と同様に、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）、熱交換器（３０）、第
１膨張手段（７１）、第１中間冷却器（４１）、第２膨張手段（７２）、第２中間冷却器
（４２）、第３膨張手段（７３）と気液分離器（６０）を備える。
【０１５７】
　本実施例の貯蔵タンク（１０）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、エタン、エチ
レンなどの液化ガスを貯蔵し、外部からの伝達熱により液化ガスが気化して生成される蒸
発ガスによって、貯蔵タンク内の圧力が所定圧力以上になると蒸発ガスを外部に排出する
。
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【０１５８】
　本実施例の複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）は、第２実施例及び第３
実施例と同様に、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスを多段階で圧縮する。複数
の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）の後段には、複数の冷却器（２１ａ，２１
ｂ，２１ｃ，２１ｄ）がそれぞれ設置される。
【０１５９】
　本実施例の熱交換器（３０）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、複数の圧縮部（
２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された蒸発ガスを、貯蔵タンク（１０）
から排出された蒸発ガスとの熱交換により冷却する。
【０１６０】
　本実施例の第１膨張手段（７１）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、熱交換器（
３０）から第１中間冷却器（４１）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン
上に設置され、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後
に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスの一部を膨張させる。
【０１６１】
　本実施例の第１中間冷却器（４１）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、複数の圧
縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３０）を通
過した蒸発ガスの一部と、第１膨張手段（７１）によって膨張された蒸発ガスとを熱交換
させ、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過し
た蒸発ガスを冷却する。
【０１６２】
　本実施例の第２膨張手段（７２）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、第１中間冷
却器（４１）から第２中間冷却器（４２）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐した
ライン上に設置され、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却され
た蒸発ガスの一部を膨張させる。
【０１６３】
　本実施例の第２中間冷却器（４２）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、熱交換器
（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスと、第２膨張手段（
７２）によって膨張された蒸発ガスとを熱交換させ、熱交換器（３０）及び第１中間冷却
器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスを更に冷却する。
【０１６４】
　第１中間冷却器（４１）から排出される蒸発ガスは、第２実施例及び第３実施例と同様
に、第２中間冷却器（４２）から排出される蒸発ガスが合流する圧縮部より、更に下流側
に位置する圧縮部の後段に送られる。
【０１６５】
　また、第２実施例及び第３実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）で蒸発ガスを更に
低温まで冷却する場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を高め、第１中
間冷却器（４１）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸
発ガスの割合を下げる。
【０１６６】
　第１中間冷却器（４１）から第２中間冷却器（４２）に送られる蒸発ガスも、熱交換器
（３０）から第１中間冷却器（４１）に送られる蒸発ガスと同様に、第２中間冷却器（４
２）で蒸発ガスを更に低温まで冷却する場合には、第２膨張手段（７２）に送る蒸発ガス
の割合を高め、第２中間冷却器（４２）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張
手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を下げる。
【０１６７】
　本実施例の第３膨張手段（７３）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、第１中間冷
却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）を通過した蒸発ガスを常圧付近まで膨張させる
。
【０１６８】
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　本実施例の気液分離器（６０）は、第２実施例及び第３実施例と同様に、第３膨張手段
（７３）を通過して一部再液化された蒸発ガスと液化されずに気体状態で残っている蒸発
ガスとを分離する。
【０１６９】
　ただし、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気体状態の蒸発ガスは、第
２実施例とは異なり、貯蔵タンク（１０）に送られ、第３実施例とは異なり、気体状態の
蒸発ガスが再液化された蒸発ガスと共に貯蔵タンク（１０）に送られるのではなく、再液
化された蒸発ガスと分離されて別々に貯蔵タンク（１０）に送られる。
【０１７０】
　図５を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置による蒸発ガスの流れを説明
する。
【０１７１】
　貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスは、第２実施例及び第３実施例と同様に、
熱交換器（３０）を通過した後、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によ
って圧縮される。
【０１７２】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過した蒸発ガスは、第２実施例
及び第３実施例と同様に、再び熱交換器（３０）に送られて、貯蔵タンク（１０）から排
出された蒸発ガスと熱交換される。複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及
び熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスは、一部が第１膨張手段（７１）に送られ、他の
一部は第１中間冷却器（４１）に送られる。第１膨張手段（７１）に送られた蒸発ガスは
、膨張によって圧力と温度が低下した後で第１中間冷却器（４１）に送られ、熱交換器（
３０）を通過した後で第１中間冷却器（４１）に送られた蒸発ガスは、第１膨張手段（７
１）を通過した蒸発ガスと熱交換されて冷却される。
【０１７３】
　第１中間冷却器（４１）で第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガスは、第２実施例及び第３実施例と同様に、一部が第２膨張手段（７２）に送られ、
他の一部は第２中間冷却器（４２）に送られる。第２膨張手段（７２）に送られた蒸発ガ
スは、膨張によって圧力と温度が低下した後で第２中間冷却器（４２）に送られ、第１中
間冷却器（４１）を通過した後で第２中間冷却器（４２）に送られた蒸発ガスは、第２膨
張手段（７２）を通過した蒸発ガスと熱交換されて冷却される。
【０１７４】
　第２中間冷却器（４２）で第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガスは、第２実施例及び第３実施例と同様に、第３膨張手段（７３）によって常圧付近
まで膨張させると共に温度が低下して、一部が再液化される。第３膨張手段（７３）を通
過した蒸発ガスは気液分離器（６０）に送られ、再液化された蒸発ガスと気体状態の蒸発
ガスとに分離される。
【０１７５】
　ただし、第２実施例とは異なり、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気
体状態の蒸発ガス及び液体状態の蒸発ガスは、すべて貯蔵タンク（１０）に送られ、第３
実施例とは異なり、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気体状態の蒸発ガ
スは、液体状態の蒸発ガスと分離されて別々に貯蔵タンク（１０）に送られる。
【０１７６】
　図６は、本発明の第５実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図である
。
【０１７７】
　図６に示す第５実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、図３に示す第２実施形態の
船舶用の蒸発ガス再液化装置に比べて、気体状態の蒸発ガスが貯蔵タンクに送られるとい
う点で相違し、図５に示す第４実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置に比べて、気体状
態の蒸発ガスが貯蔵タンクの下部に送られるという点で相違する。以下では、相違点を中
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心に説明する。前述した第２実施例及び第４実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置と同じ
部材については、詳細な説明は省略する。
【０１７８】
　図６を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、第２実施例及び第４実施
例と同様に、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）、熱交換器（３０）、第
１膨張手段（７１）、第１中間冷却器（４１）、第２膨張手段（７２）、第２中間冷却器
（４２）、第３膨張手段（７３）及び気液分離器（６０）を備える。
【０１７９】
　本実施例の貯蔵タンク（１０）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、エタン、エチ
レンなどの液化ガスを貯蔵し、外部からの伝達熱により液化ガスが気化して生成される蒸
発ガスによって、貯蔵タンク内の圧力が所定圧力以上になると蒸発ガスを外部に排出する
。
【０１８０】
　本実施例の複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）は、第２実施例及び第４
実施例と同様に、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスを多段階で圧縮する。複数
の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）の後段には、複数の冷却器（２１ａ，２１
ｂ，２１ｃ，２１ｄ）がそれぞれ設置される。
【０１８１】
　本実施例の熱交換器（３０）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、複数の圧縮部（
２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された蒸発ガスを、貯蔵タンク（１０）
から排出された蒸発ガスとの熱交換により冷却する。
【０１８２】
　本実施例の第１膨張手段（７１）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、熱交換器（
３０）から第１中間冷却器（４１）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン
上に設置され、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後
に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスの一部を膨張させる。
【０１８３】
　本実施例の第１中間冷却器（４１）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、複数の圧
縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３０）を通
過した蒸発ガスの一部と、第１膨張手段（７１）によって膨張された蒸発ガスとを熱交換
させ、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過し
た蒸発ガスを冷却する。
【０１８４】
　本実施例の第２膨張手段（７２）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、第１中間冷
却器（４１）から第２中間冷却器（４２）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐した
ライン上に設置され、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却され
た蒸発ガスの一部を膨張させる。
【０１８５】
　本実施例の第２中間冷却器（４２）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、熱交換器
（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスと、第２膨張手段（
７２）によって膨張された蒸発ガスとを熱交換させ、熱交換器（３０）及び第１中間冷却
器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスを更に冷却する。
【０１８６】
　第１中間冷却器（４１）から排出される蒸発ガスは、第２実施例及び第４実施例と同様
に、第２中間冷却器（４２）から排出される蒸発ガスが合流する圧縮部より、更に下流側
に位置する圧縮部の後段に送られる。
【０１８７】
　また、第２実施例及び第４実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）で蒸発ガスを更に
低温まで冷却するためには第１膨張手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を高め、第１中間
冷却器（４１）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸発
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ガスの割合を下げる。
【０１８８】
　第１中間冷却器（４１）から第２中間冷却器（４２）に送られる蒸発ガスも、熱交換器
（３０）から第１中間冷却器（４１）に送られる蒸発ガスと同様に、第２中間冷却器（４
２）で蒸発ガスを更に低温まで冷却する場合には、第２膨張手段（７２）に送る蒸発ガス
の割合を高め、第２中間冷却器（４２）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張
手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を下げる。
【０１８９】
　本実施例の第３膨張手段（７３）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、第１中間冷
却器（４１）及び第２中間冷却器（４２）を通過した蒸発ガスを常圧付近まで膨張させる
。
【０１９０】
　本実施例の気液分離器（６０）は、第２実施例及び第４実施例と同様に、第３膨張手段
（７３）を通過して一部再液化された蒸発ガスと液化されずに気体状態で残っている蒸発
ガスとを分離する。
【０１９１】
　ただし、第２実施例とは異なり、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気
体状態の蒸発ガスと液体状態の蒸発ガスは、すべて貯蔵タンク（１０）に送られ、第４実
施例とは異なり、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気体状態の蒸発ガス
は、貯蔵タンク（１０）の上部に送られるのではなく、液化天然ガスが満たされている空
間である貯蔵タンク（１０）の下部に送られる。
【０１９２】
　気液分離器（６０）によって分離された気体状態の蒸発ガスを、貯蔵タンク（１０）の
下部に送ることで、液化天然ガスの冷熱によって気体状態の蒸発ガスが冷却されて、蒸発
ガスの一部が液化するため、再液化効率が向上する。また、貯蔵タンク（１０）の内部の
液化天然ガスは、水位が低い部分の温度は水位が高い部分の温度よりもより低いため、気
体状態の蒸発ガスを貯蔵タンク（１０）の下部に送る場合、貯蔵タンク（１０）の最下部
に送ることが好ましい。
【０１９３】
　図６を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置による蒸発ガスの流れを説明
する。
【０１９４】
　貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスは、第２実施例及び第４実施例と同様に、
熱交換器（３０）を通過した後、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によ
って圧縮される。
【０１９５】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過した蒸発ガスは、第２実施例
及び第４実施例と同様に、再び熱交換器（３０）に送られ、貯蔵タンク（１０）から排出
された蒸発ガスと熱交換される。複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び
熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスは、一部が第１膨張手段（７１）に送られ、他の一
部は第１中間冷却器（４１）に送られる。第１膨張手段（７１）に送られた蒸発ガスは、
膨張によって圧力と温度が低下した後で第１中間冷却器（４１）に送られ、熱交換器（３
０）を通過した後で第１中間冷却器（４１）に送られた蒸発ガスは、第１膨張手段（７１
）を通過した蒸発ガスと熱交換されて冷却される。
【０１９６】
　第１中間冷却器（４１）で第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガスは、第２実施例及び第４実施例と同様に、一部が第２膨張手段（７２）に送られ、
他の一部は第２中間冷却器（４２）に送られる。第２膨張手段（７２）に送られた蒸発ガ
スは、膨張によって圧力と温度が低下した後で第２中間冷却器（４２）に送られ、第１中
間冷却器（４１）を通過した後で第２中間冷却器（４２）に送られた蒸発ガスは、第２膨
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張手段（７２）を通過した蒸発ガスと熱交換されて冷却される。
【０１９７】
　第２中間冷却器（４２）で第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガスは、第２実施例及び第４実施例と同様に、第３膨張手段（７３）によって常圧付近
まで膨張させると共に温度が低下して、一部が再液化される。第３膨張手段（７３）を通
過した蒸発ガスは気液分離器（６０）に送られ、再液化された蒸発ガスと気体状態の蒸発
ガスとに分離される。
【０１９８】
　ただし、第２実施例とは異なり、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気
体状態の蒸発ガスと液体状態の蒸発ガスはすべて貯蔵タンク（１０）に送られ、第４実施
例と異なり、本実施例の気液分離器（６０）によって分離された気体状態の蒸発ガスは貯
蔵タンク（１０）の上部に送られるのではなく、液化天然ガスが満たされた空間である貯
蔵タンク（１０）の下部に送られる。
【０１９９】
　図７は、本発明の第６実施形態に係る船舶用の蒸発ガス再液化装置の概略構成図である
。
【０２００】
　図７に示す第６実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、図３に示す第２実施形態の
船舶用の蒸発ガス再液化装置に比べて、気液分離器を備えない点で相違し、以下では、相
違点を中心に説明する。前述した第２実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置と同じ部材
については、詳細な説明は省略する。
【０２０１】
　図７を参照して、本実施例における船舶用の蒸発ガス再液化装置は、第２実施例と同様
に、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）、熱交換器（３０）、第１膨張手
段（７１）、第１中間冷却器（４１）、第２膨張手段（７２）、第２中間冷却器（４２）
及び第３膨張手段（７３）を備える。ただし、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置は
、第２実施例とは異なり、気液分離器（６０）を備えない。
【０２０２】
　本実施例の貯蔵タンク（１０）は、第２実施例と同様に、エタン、エチレンなどの液化
ガスを貯蔵し、外部からの伝達熱により液化ガスが気化して生成される蒸発ガスによって
、貯蔵タンク内の圧力が所定圧力以上になると蒸発ガスを外部に排出する。
【０２０３】
　本実施例の複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）は、第２実施例と同様に
、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスを多段階で圧縮する。複数の圧縮部（２０
ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）の後段には、複数の冷却器（２１ａ，２１ｂ，２１ｃ，２
１ｄ）がそれぞれ設置される。
【０２０４】
　本実施例の熱交換器（３０）は、第２実施例と同様に、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ
，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された蒸発ガスを、貯蔵タンク（１０）から排出された
蒸発ガスとの熱交換により冷却する。
【０２０５】
　本実施例の第１膨張手段（７１）は、第２実施例と同様に、熱交換器（３０）から第１
中間冷却器（４１）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン上に設置され、
複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３
０）を通過した蒸発ガスの一部を膨張させる。
【０２０６】
　本実施例の第１中間冷却器（４１）は、第２実施例と同様に、複数の圧縮部（２０ａ，
２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮された後に熱交換器（３０）を通過した蒸発ガス
の一部を、第１膨張手段（７１）によって膨張された蒸発ガスを熱交換させ、複数の圧縮
部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０）を通過した蒸発ガスを冷却
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する。
【０２０７】
　本実施例の第２膨張手段（７２）は、第２実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）か
ら第２中間冷却器（４２）まで蒸発ガスが供給されるラインから分岐したライン上に設置
され、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスの一
部を膨張させる。
【０２０８】
　本実施例の第２中間冷却器（４２）は、第２実施例と同様に、熱交換器（３０）及び第
１中間冷却器（４１）を通過して冷却された蒸発ガスと、第２膨張手段（７２）によって
膨張された蒸発ガスとを熱交換させ、熱交換器（３０）及び第１中間冷却器（４１）を通
過して冷却された蒸発ガスを更に冷却する。
【０２０９】
　第１中間冷却器（４１）から排出される蒸発ガスは、第２実施例と同様に、第２中間冷
却器（４２）から排出される蒸発ガスが合流する圧縮部より、更に下流側に位置する圧縮
部の後段に送られる。
【０２１０】
　また、第２実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）で蒸発ガスを更に低温まで冷却す
る場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を高め、第１中間冷却器（４１
）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を
下げる。
【０２１１】
　第１中間冷却器（４１）から第２中間冷却器（４２）に送られる蒸発ガスも、熱交換器
（３０）から第１中間冷却器（４１）に送られる蒸発ガスと同様に、第２中間冷却器（４
２）で蒸発ガスを更に低温まで冷却する場合には、第２膨張手段（７２）に送る蒸発ガス
の割合を高め、第２中間冷却器（４２）で少量の蒸発ガスを冷却する場合には、第１膨張
手段（７１）に送る蒸発ガスの割合を下げる。
【０２１２】
　本実施例の第３膨張手段（７３）は、第２実施例と同様に、第１中間冷却器（４１）及
び第２中間冷却器（４２）を通過した蒸発ガスを常圧付近まで膨張させる。
【０２１３】
　ただし、本実施例における本実施形態の船舶用の蒸発ガス再液化装置は、気液分離器（
６０）を備えないため、第３膨張手段（７３）を通過して一部再液化された蒸発ガスと気
体状態で残っている蒸発ガスとは、混合状態で一緒に貯蔵タンク（１０）に送られる。
【０２１４】
　上述した第２実施例ないし第６実施例のように、気体状態の蒸発ガスが熱交換器（３０
）前段に送られず、貯蔵タンク（１０）に送られる場合、貯蔵タンク（１０）が加圧タン
クであれば、別のポンプを動作させなくても貯蔵タンク（１０）の内部の圧力によって、
蒸発ガスを貯蔵タンク（１０）から円滑に排出させることができるという利点がある。
【０２１５】
　図７を参照して、本実施例の船舶用の蒸発ガス再液化装置による蒸発ガスの流れを説明
する。
【０２１６】
　貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガスは、第２実施例と同様に、熱交換器（３０
）を通過した後、複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）によって圧縮される
。
【０２１７】
　複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）を通過した蒸発ガスは、第２実施例
と同様に、再び熱交換器（３０）に送られ、貯蔵タンク（１０）から排出された蒸発ガス
と熱交換される。複数の圧縮部（２０ａ，２０ｂ，２０ｃ，２０ｄ）及び熱交換器（３０
）を通過した蒸発ガスは、一部が第１膨張手段（７１）に送られ、他の一部は第１中間冷
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却器（４１）に送られる。第１膨張手段（７１）に送られた蒸発ガスは、膨張によって圧
力と温度が低下した後で第１中間冷却器（４１）に送られ、熱交換器（３０）を通過した
後で第１中間冷却器（４１）に送られた蒸発ガスは、第１膨張手段（７１）を通過した蒸
発ガスとの熱交換により冷却される。
【０２１８】
　第１中間冷却器（４１）で第１膨張手段（７１）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガスは、第２実施例と同様に、一部が第２膨張手段（７２）に送られ、他の一部は第２
中間冷却器（４２）に送られる。第２膨張手段（７２）に送られた蒸発ガスは、膨張によ
って圧力と温度が低下した後で第２中間冷却器（４２）に送られ、第１中間冷却器（４１
）を通過した後で第２中間冷却器（４２）に送られた蒸発ガスは、第２膨張手段（７２）
を通過した蒸発ガスとの熱交換により冷却される。
【０２１９】
　第２中間冷却器（４２）で第２膨張手段（７２）を通過した蒸発ガスと熱交換された蒸
発ガスは、第２実施例と同様に、第３膨張手段（７３）によって常圧付近まで膨張させる
と共に温度が低下して、一部が再液化される。ただし、第３実施例とは異なり、第３膨張
手段（７３）を通過した蒸発ガスは、気液混合状態で貯蔵タンク（１０）に送られる。
【０２２０】
　本発明は、上記実施例に限定されず、本発明の技術的要旨を逸脱しない範囲内で様々な
形態で修正または変更して実施できることは、本発明が属する技術分野で通常の知識を有
する者にとって明らかである。

【図１】 【図２】
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